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平成 17 年５月期  第３四半期財務・業績の概況（非連結） 
平成 17 年４月５日 

上場会社名 シンワアートオークション株式会社 （コード番号：２４３７ 大証ヘラクレス市場 Ｓ）

（ＵＲＬ http://www.shinwa-art.com/ ）  本店所在地 東京都中央区銀座七丁目４番 12 号 

  

代 表 者 役職・氏名 代表取締役社長 倉田 陽一郎 

問合せ先責任者 役職・氏名 経営管理部長 堀 智寛   ＴＥＬ：（０３）３５６９－０００５ 

 
 
１ 四半期財務・業績の概況の作成等に係る事項 

  
① 会計処理の方法の最近会計年度における認識の方法との相違の有無 ： 有 

当第３四半期における税金費用については、見積実効税率による簡便な方法によっております。 

② 連結及び持分法の適用範囲の異動の状況 ： 無 
③ 公認会計士又は監査法人による関与の有無 ： 有 

（株式会社大阪証券取引所の定める「ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」に関する有価
証券上場規程、業務規程、信用取引・貸借取引規程及び受託契約準則の特例の取扱い別添」に定め
られている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づき、新日本監査法人の四半期財
務諸表（四半期貸借対照表及び四半期損益計算書）に対する手続を受けております。 

 
 
２ 平成 17 年５月期第３四半期の財務・業績概況（平成 16 年６月１日 ～ 平成 17 年２月 28 日） 
(1) 経営成績の進捗状況                              （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期(当期) 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

17 年２月期第３四半期 1,229   － 357   － 351   － 193   － 

16 年２月期第３四半期 －   － －   － －   － －   － 

(参考)16 年５月期 1,680   － 319   － 311   － 174   － 

 

 
１株当たり四半期 

(当 期 )純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後          
１ 株 当 た り 四 半 期
( 当 期 ) 純 利 益

 円    銭 円    銭

17 年２月期第３四半期 36,921  76 － 

16 年２月期第３四半期 － － 

(参考)16 年５月期 32,287  60 － 

 (注)１．前年同四半期に関しましては、四半期決算を行っておりませんので記載を省略しております。 
２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について当社は、旧商法第 280 条ノ 19 の規定

に基づく新株引受権及び商法第 280 条ノ 20 及び第 280 条ノ 21 の規定に基づく新株予約権を発
行しておりますが、第３四半期末時点において、非上場・非登録であり、期中平均株価が把握
できないため記載しておりません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 
当第３四半期（平成 16 年６月～平成 17 年２月）のわが国の経済は、原油価格の高騰等の景気変動に対

する懸念材料が見られるものの、企業収益の回復を背景に設備投資や個人消費が概ね堅調に推移し、緩や
かな景気回復基調が続いております。 
このような環境の中で、当社は、減損会計制度導入に伴う美術品査定業務をはじめとした法人出品営業

の強化、美術品売買におけるオークション取引の認知度の拡大に注力してまいりました。 
この結果、当第３四半期会計期間の取扱高は 5,192 百万円、売上高は 1,229 百万円となりました。利益

面につきましては、経常利益 351 百万円、第３四半期純利益 193 百万円となりました。 
部門別の販売の状況は、以下のとおりであります。 
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（百万円未満切捨） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日）  

取扱高 

（百万円） 

売上高 

（百万円） 

ｵｰｸｼｮﾝ 

開催数 

ｵｰｸｼｮﾝ 

出品数 

ｵｰｸｼｮﾝ

落札数

落札率

（％）

近代美術オークション 3,405 708 4 665 583 87.7

近代陶芸オークション 352 144 3 893 799 89.5

近代美術ＰａｒｔⅡオークション 585 148 6 2,537 2,516 99.2

その他オークション（注） 409 95 7 919 898 97.7

オークション事業合計 4,752 1,097 20 5,014 4,796 95.7

プライベートセール 334 78

その他 105 53

その他事業合計 440 131

合  計 5,192 1,229

（注）その他オークションの開催については、出品の状況により随時開催しております。当第３四半期会
計期間は、宝石オークション４回、西洋美術オークション２回、ワインオークションを１回開催し
ております。 

 
 
(2) 財政状態の変動状況                              （百万円未満切捨） 

 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 
１株当たり 
株 主 資 本      

 百万円 百万円 ％ 円    銭

17 年２月期第３四半期 2,580 1,172 45.4 223,419  90 

16 年２月期第３四半期 － － － － 

(参考)16 年５月期 2,303 1,080 46.9 201,498  13 

 

 

【キャッシュ・フローの状況】                           （百万円未満切捨） 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

17 年２月期第３四半期 △ 549 △  56 149 649 

16 年２月期第３四半期 － － － － 

(参考)16 年５月期 439 △ 144 370 1,106 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

（資産の変動について） 

平成 16 年５月期末に比べて 276 百万円増加し、2,580 百万円となりました。これは主に、高額美術品の

買取り案件が発生したことに伴うたな卸資産の増加によるものであります。 

 

（負債の変動について） 

平成 16 年５月期末に比べて 184 百万円増加し、1,408 百万円となりました。これは主に、たな卸資産、

前渡金の増加に伴う短期借入金の増加によるものであります。 

 

（資本の変動について） 

平成 16 年５月期末に比べて 91 百万円増加し、1,172 百万円となりました。これは主に、当第３四半期

の利益の増加によるものであります。 
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３ 平成 17 年５月期の業績予想（平成 16 年６月１日 ～ 平成 17 年５月 31 日） 

 予 想 売 上 高        予想経常利益        予想当期純利益 
１株当たり予 
想当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 円  銭

通       期 1,874 392 210 34,857 78 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

平成 17 年５月通期の業績予想につきましては、平成 17 年３月８日に発表いたしました予想に変更はあ
りません。 
 

（注）本資料に記載しております業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報をもとに当社が判断
した仮定や予想に基づくものであります。従いまして業績予想は様々な不確定要素が内在している
ため、実際の業績はこれらの予想数値と異なる結果となり得ることをご承知おきください。 

 

なお、当第３四半期における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期において、営業活動の結果使用した資金は 549 百万円となりました。これは主に、たな卸

資産、前渡金の増加によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期において、投資活動の結果使用した資金は 56 百万円となりました。これは主に、余剰資金

の定期預金への預入れによるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期において、財務活動の結果得られた資金は 149 百万円となりました。これは主に、短期借

入金の増加によるものであります。 
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４ 四半期財務諸表等 

(1)第３四半期貸借対照表 

  
当第３四半期会計期間末 
（平成17年２月28日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成16年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 ※２ 1,034,574 1,446,515 

２．売掛金  36,753 16,930 

３．オークション未収入金 ※３ 68,923 126,284 

４．有価証券 ※２ 49,987 ― 

５．たな卸資産  479,024 17,861 

６．前渡金  670,091 416,472 

７．繰延税金資産  25,072 27,073 

８．その他 ※４ 40,955 21,087 

貸倒引当金  △ 2,342 △ 1,390 

流動資産合計  2,403,040 93.1  2,070,836 89.9

Ⅱ 固定資産   

(1)有形固定資産   

１．建物 ※１ 95,049 103,328 

２．車両運搬具 ※１ 5,565 7,694 

３．工具、器具及び備品 ※１ 10,096 6,059 

有形固定資産合計  110,711 117,082 

(2)投資その他の資産   

１．投資有価証券 ※２ ― 49,976 

２．繰延税金資産  13,443 13,234 

３．その他  52,910 52,638 

投資その他の資産合計  66,353 115,849 

固定資産合計  177,065 6.9  232,931 10.1

資産合計  2,580,105 100.0  2,303,768 100.0
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当第３四半期会計期間末 
（平成17年２月28日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成16年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  44,488 ― 

２．オークション未払金 ※３ 412,970 540,916 

３．短期借入金 ※２ 733,752 285,819 

４．１年内に償還期日の到来す
る社債 

※２ ― 220,000 

５．未払法人税等  100,476 52,200 

６．未払消費税等  ― 7,657 

７．賞与引当金  19,201 46,153 

８．その他  76,354 50,642 

流動負債合計  1,387,244 53.8  1,203,387 52.2

Ⅱ 固定負債   

１．退職給付引当金  20,800 19,700  

固定負債合計  20,800 0.8  19,700 0.9

負債合計  1,408,044 54.6  1,223,087 53.1

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金  530,750 20.5  530,750 23.0

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  95,000 95,000 

資本剰余金合計  95,000 3.7  95,000 4.1

Ⅱ 利益剰余金   

１．利益準備金  37,687 32,544 

２．第３四半期（当期）未処分
利益 

 508,623 422,386 

利益剰余金合計  546,310 21.2  454,930 19.8

資本合計  1,172,060 45.4  1,080,680 46.9

負債・資本合計  2,580,105 100.0  2,303,768 100.0
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(2)第３四半期損益計算書 

  
当第３四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１ 1,229,231 100.0 1,680,816 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 239,328 19.5 577,105 34.3

売上総利益  989,902 80.5 1,103,711 65.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費  632,319 51.4 784,649 46.7

営業利益  357,582 29.1 319,062 19.0

Ⅳ 営業外収益 ※３ 2,727 0.2 3,658 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※４ 8,586 0.7 10,930 0.7

経常利益  351,722 28.6 311,790 18.5

Ⅵ 特別利益 ※５ ― ― 14,982 0.9

Ⅶ 特別損失 ※６ ― ― 15,685 0.9

税引前第３四半期（当期）純利益  351,722 28.6 311,087 18.5

法人税、住民税及び事業税 ※７ 158,030 12.8 121,451 7.2

法人税等調整額 ※７ ― ― 14,973 0.9

第３四半期（当期）純利益  193,691 15.8 174,662 10.4

前期繰越利益  314,931 247,723

第３四半期（当期）未処分利益  508,623 422,386

  

 

 



－  － 

 

 

7

(3)第３四半期キャッシュ・フロー計算書 

  
当第３四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前第３四半期（当期）純利益  351,722 311,087 

減価償却費  17,943 14,342 

貸倒引当金の増加・減少（△）額  952 △  1,325 

賞与引当金の増加・減少（△）額  △  26,952 △  1,863 

退職給付引当金の増加・減少（△）額  1,100 2,850 

役員退職慰労引当金の増加・減少（△）額  ― △  14,982 

受取利息及び受取配当金  △  1,191 △  1,605 

支払利息  7,233 10,900 

有形固定資産除却損  ― 7,185 

売掛金の増加（△）・減少額  △  19,822 61,299 

オークション未収入金の増加（△）・減少額  57,361 354,014 

たな卸資産の増加（△）・減少額  △ 461,162 31,924 

前渡金の増加（△）・減少額  △ 253,618 53,471 

買掛金の増加・減少（△）額  44,488 ― 

オークション未払金の増加・減少（△）額  △ 127,945 △ 152,283 

役員賞与の支払額  △  23,620 △  14,576 

その他  3,632 △  12,298 

小計  △ 429,878 648,141 

利息及び配当金の受取額  1,559 1,582 

利息の支払額  △  8,258 △  10,741 

法人税等の支払（△）・還付額  △ 112,762 △ 199,565 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △ 549,340 439,417 
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当第３四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金への預入による支出  △  45,000 △  60,000 

定期預金の満期払戻による収入  ― 60,000 

有形固定資産の取得による支出  △  11,572 △ 121,941 

保証金新規差入による支出  △   272 △  50,778 

保証金返還による収入  ― 27,860 

その他  ― 400 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △  56,844 △ 144,460 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加・減少（△）額  447,933 223,167 

株式の発行による収入  ― 190,000 

社債の満期償還による支出  △ 220,000 ― 

配当金の支払額  △  78,690 △  42,460 

財務活動によるキャッシュ・フロー  149,243 370,707 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額  △ 456,941 665,663 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,106,515 440,852 

Ⅵ 現金及び現金同等物の第３四半期末（期末）残高  649,574 1,106,515 
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第３四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当第３四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

第３四半期決算日の市場価格

等に基づく時価法。評価差額は

全部資本直入法より処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しています。 

 

 

(1)有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく

時価法。評価差額は全部資本直

入法より処理し、売却原価は移

動平均法により算定していま

す。 

 

 ②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

なお、「取得価額」と「債券金

額」との差額の性格が金利の調

整と認められるものについて

は、償却原価法により原価を算

定しております。 

 

 

②時価のないもの 

同  左 

 

同  左 

 

 (2)たな卸資産 

個別法による原価法 

 

 

(2)たな卸資産 

同  左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く）

については、定額法によっておりま

す。 

 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        ８年 

車両運搬具     ５年 

工具、器具及び備品 ３年～８年

 

有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        ８年 

車両運搬具     ５年 

工具、器具及び備品 ３年～８年

 

   



－  － 
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項目 
第３四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日） 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

 

(1)貸倒引当金 

同  左 

 (2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

 

(2)賞与引当金 

同  左 

 

 (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

に基づき、当第３四半期会計期間末

において発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、当社は、従業員数300人未満の

小規模企業等に該当するため、簡便

法を採用しております。 

 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務に基づ

き計上しております。 

なお、当社は、従業員数300人未満

の小規模企業等に該当するため、簡

便法を採用しております。 

 

  

 

(4)役員退職慰労引当金 

 

─────― 

 

（追加情報） 

従来より、役員退職慰労金規程に基

づき引当計上しておりましたが、役

員退職慰労金制度を廃止したことに

伴い、役員退職慰労引当金の取崩を

行っております。 

これによる取崩額14,982千円を、特

別利益として計上しております。 

 

 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、第３四半期末日

の直物為替相場により円換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

 

 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円換算し、換算差額は損益

として処理しております。 
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項目 
第３四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成14年６月１日 
至 平成15年５月31日） 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

 

 

同  左 

 

６．第３四半期キャッシュ・

フロー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

 

 

同  左 

７．その他第３四半期財務諸

表（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同  左 
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注記事項 

（第３四半期貸借対照表関係） 

当第３四半期会計期間末 
（平成17年２月28日） 

前事業年度末 
（平成16年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                38,415千円 20,471千円 

  

  

※２ 担保資産及び担保付債務 

 

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

定期預金    300,000千円 

有価証券     49,987千円 

（合計）   （349,987千円） 

 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金   563,603千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

定期預金      300,000千円 

投資有価証券     49,976千円 

（合計）     （349,976千円） 

 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金     229,974千円 

１年以内に償還期日 

の到来する社債   220,000千円 

  

  

※３ オークション未収入金及びオークション未払金

は、オークション事業により発生する、落札者及

び出品者に対する未決済債権及び債務残高であ

ります。 

なお、オークション未収入金及びオークション未

払金の第３四半期会計期間末残高は、第３四半期

会計期間末日とオークション開催日との関連に

よって増減いたします。 

 

※３ オークション未収入金及びオークション未払金

は、オークション事業により発生する、落札者及

び出品者に対する未決済債権及び債務残高であ

ります。 

なお、オークション未収入金及びオークション未

払金の期末残高は、期末日とオークション開催日

との関連によって増減いたします。 

 

 

 

 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺のうえ、

流動資産の「その他」に含めております。 

※４         ────── 

 

  

  

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と貸出コミットメント契約を1,400百万

円締結しております。 

なお、この契約に基づく当第３四半期会計期間末

における実行残高は、177,525千円であります。

 

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と貸出コミットメント契約を1,400

百万円締結しております。 

なお、この契約に基づく当期末における実行残

高はありません。 
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（第３四半期損益計算書関係） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日） 

※１ 売上高の内訳は次のとおりであります。 

オークション事業収入   1,097,237千円 

その他事業収入       131,994千円 

 

オークション事業収入は、主に、オークション

事業における落札及び出品に係る受取手数料収

入並びにオークションにおける商品売上高であ

ります。また、その他事業収入は、その他事業

における商品売上高及び受取手数料収入等であ

ります。 

なお、当第３四半期会計期間の事業部門別の取

扱高は以下のとおりであります。 

 

オークション事業   4,752,721千円 

その他事業        440,038千円 

（合計）       （5,192,759千円） 

 

 

※１ 売上高の内訳は次のとおりであります。 

オークション事業収入  1,354,467千円 

その他事業収入      326,348千円 

 

同  左 

 

 

 

 

 

なお、当期の事業部門別の取扱高は以下のとお

りであります。 

 

オークション事業   5,800,244千円 

その他事業         620,967千円 

（合計）      （6,421,212千円） 

 

※２ 売上原価の内訳は次のとおりであります。 

オークション事業原価   186,595千円 

その他事業原価       52,733千円 

 

※２ 売上原価の内訳は次のとおりであります。 

オークション事業原価  291,407千円 

その他事業原価     285,698千円 

  

※３ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息       99千円 

有価証券利息    1,095千円 

 

※３ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息     134千円 

有価証券利息  1,471千円 

  

※４ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息        6,694千円 

株式上場費用  1,353千円 

 

※４ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息        9,822千円 

社債利息    1,078千円 

 

  

※５         ────── 

 

※５ 特別利益は、役員退職慰労引当金取崩額14,982千

円であります。 

 

  

※６         ────── 

 

※６ 特別損失は、本社移転費用15,685千円でありま

す。 
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当第３四半期会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日） 

※７ 当第３四半期会計期間における税金費用につい

ては、簡便法による税効果会計を適用しているた

め、法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示しております。 

 

※７        ────── 

 

  

８ 減価償却実施額 

有形固定資産  17,943千円 

 

８ 減価償却実施額 

有形固定資産   14,342千円 

 

 

 

（第３四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日） 

現金及び現金同等物の第３四半期会計期間末残高と第３

四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成17年２月28日現在）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成16年５月31日現在）

（千円） （千円）

現金及び預金勘定 1,034,574 現金及び預金勘定 1,446,515

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 385,000 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 340,000

現金及び現金同等物 649,574 現金及び現金同等物 1,106,515
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（リース取引関係） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び第３四半期末残高相当額 

 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

第３四半
期末残高
相当額 
（千円）

工具、器具及び備
品 

14,184 3,809 10,374

合計 14,184 3,809 10,374

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

工具、器具及び備
品 

14,184 1,682 12,502

合計 14,184 1,682 12,502

  
 

(2)未経過リース料第３四半期末残高相当額 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 2,787千円

１年超 7,736千円

合計 10,524千円
  

 
１年内 2,740千円

１年超 9,833千円

合計 12,573千円
  

 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
 

支払リース料 2,254千円

減価償却費相当額 2,127千円

支払利息相当額 204千円
  

 
支払リース料 1,768千円

減価償却費相当額 1,682千円

支払利息相当額 157千円
  

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

 

(5)利息相当額の算定方法 

リース総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

(5)利息相当額の算定方法 

同  左 
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（有価証券関係） 

有価証券 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

当第３四半期会計期間末 
（平成17年２月28日） 

前事業年度末 
（平成16年５月31日） 

 

第３四半期貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

  長期利付国債 49,987 49,976 

  

 

 

（デリバティブ取引関係） 

当第３四半期会計期間（自平成 16 年６月１日 至平成 17 年２月 28 日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

前事業年度（自平成 15 年６月１日 至平成 16 年５月 31 日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

（持分法損益等） 

当第３四半期会計期間（自平成 16 年６月１日 至平成 17 年２月 28 日） 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（自平成 15 年６月１日 至平成 16 年５月 31 日） 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日） 

 

１株当たり純資産額 223,419.90円 

１株当たり第３四半期純利益金額 36,921.76円 

  

 

１株当たり純資産額 201,498.13円 

１株当たり当期純利益金額 32,287.60円 

  
なお、潜在株式調整後１株当たり第３四半期純利益金額

については、ストックオプション制度導入に伴う新株予

約権残高がありますが、当社株式は第３四半期会計期間

末日現在において、非上場であり、かつ店頭登録もして

いないため、期中平均株価が把握できませんので記載し

ておりません。 

 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、ストックオプション制度導入に伴う新株予約権残

高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登

録もしていないため、期中平均株価が把握できませんの

で記載しておりません。 

 

 

 

 

（注）１株当たり第３四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第３四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成15年６月１日 
至 平成16年５月31日） 

第３四半期（当期）純利益（千円） 193,691 174,662  

普通株主に帰属しない金額（千円） ― 23,620  

（うち利益処分による役員賞与金） （ ―） （23,620）

普通株主に係る第３四半期（当期）純利益（千円） 193,691 151,041

期中平均株式数（株） 5,246 4,678

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり第３四半期（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

平成13年12月８日臨時株主総

会決議の旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受権、平成

15年12月６日臨時株主総会決

議の商法第280条ノ20及び商法

第280条ノ21の規定に基づく新

株予約権。 

 

平成13年12月８日臨時株主総

会決議の旧商法第280条ノ19

の規定に基づく新株引受権、

平成15年12月６日臨時株主総

会決議の商法第280条ノ20及

び商法第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権。 
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（重要な後発事象） 

当第３四半期会計期間（自 平成 16 年６月１日  至 平成 17 年２月 28 日） 

平成 17 年３月８日及び、平成 17 年３月 16 日開催の取締役会において、下記のとおり新株式発行を決議し、

平成 17 年４月４日に払い込みが完了いたしました。 

 

①募集方法 一般募集 

（ブックビルディング方式による募集） 

②発行する株式の種類及び数 

 （新株発行後の発行済み株式数）

普通株式 800 株 

   （6,046 株） 

③発行価格 １株につき  650,000 円 

④引受価額 １株につき  601,250 円 

⑤発行価額 １株につき  510,000 円 

（資本組入額 255,000 円） 

⑥発行価額の総額 408,000 千円 

⑦払込金額の総額 481,000 千円 

⑧資本組入額の総額 204,000 千円 

⑨払込期日 平成 17 年４月４日 

⑩配当起算日 平成 16 年 12 月１日 

⑪資金使途 人材育成、短期借入金の返済及びオークション開発の資金に充当 

 

 

前事業年度（自 平成 15 年６月１日  至 平成 16 年５月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

 

(4)その他 

該当事項はありません。 

 

 

 

以  上 

 

 


